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普通株式の売買単位が100株に統一されました。
　当社は東京証券取引所に上場する企業として、その趣旨を
尊重し、2018年5月15日開催の取締役会において、2018
年6月28日開催の第67回定時株主総会に株式併合および単
元株式数の変更について付議することを決議し、同定時株主
総会で承認可決され、2018年10月1日をもって、当社株式
の売買単位である単元株式数を1,000株から100株に変更い
たしました。また、併せて、投資単位の水準を維持し、株主
様の議決権数に変更が生じることがないよう、10株を1株に
する株式併合を実施いたしました。

３. 剰余金の配当等の決定に関する方針
　利益配分につきましては、業績状況を勘案した上で可能な
限り安定した配当を維持していくことを基本方針としております。
　当期の剰余金の配当につきましては、上記方針を踏まえて
１株につき５0円の期末配当を予定しております。
　当社は、株主の皆様のご期待に応えるため、引き続き経営
基盤の強化と収益力の向上に努めてまいります。

　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご理解と 
ご支援を賜りますよう、お願い申し上げます。

2018年11月

　株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り、厚く御礼
申し上げます。

　さて、当社グループの第68期第２四半期（2018年４月１日か
ら2018年９月30日まで）の事業概要をご報告申し上げます。

1. 事業の経過およびその成果
　当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、堅調な
海外経済と国内金融政策を背景として、総じて緩やかな回復
基調が続きましたが、原油価格の上昇や米国の保護主義的 
通商・外交政策による世界規模の貿易収縮が懸念され、予断
を許さない状況となっております。
　紙業界におきましては、相次いだ自然災害によるインフラ
停止や物流の寸断により、今なお在庫のタイト感として影響
が残っており、原材料価格や物流費の上昇と合わせ、価格
修正を余儀なくされております。
　このような状況下で当社グループは、加速する国内紙需
要の減少と更なる市況軟化という大変厳しい環境のもと、引
き続き顧客ニーズにきめ細かく対応する営業活動により適正 
価格販売に注力してまいりました。
　その結果、販売数量は、印刷用紙がほぼ前年並みとなり
ましたが、情報用紙は減少しました。売上高は、印刷用紙・ 
情報用紙ともに前年を下回りました。
　利益面では、売上減により売上総利益が前年を下回りまし
たが、諸経費の削減と物流子会社の業績により、営業利益、
経常利益は改善しました。また、当期において回収可能性が
あると判断された繰延税金資産8１百万円を計上したことによ
り、親会社株主に帰属する四半期純利益は増益となりました。
　当第２四半期連結累計期間の経営成績は、売上高7,212
百万円（前年同期比5.4％減）、営業利益27百万円（前年同
期比35.1％増）、経常利益47百万円（前年同期比28.3％増）、
親会社株主に帰属する四半期純利益116百万円（前年同期
比267.6％増）となりました。

２. 株式併合および単元株式数の変更
　全国証券取引所による「売買単位の集約に向けた行動計画」
に基づき、2018年10月1日をもって全ての国内上場会社の 代表取締役社長　郡　司　勝　美

1

株主の皆様へ



2

連結財務ハイライト
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■ 1株当たり四半期（当期）純利益（単位：円）
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■ 経常利益 （単位：百万円）
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■ 総資産 （単位：百万円）
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■ 親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益
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■ 四半期連結貸借対照表

科　目 前連結会計年度
（2018年3月31日現在）

当第2四半期連結会計期間
（2018年9月30日現在）

資産の部

流動資産 5,816,493 5,447,723

現金及び預金 606,092 662,481

受取手形及び売掛金 3,843,663 3,427,787

商品 832,806 893,650

未収入金 491,952 432,048

その他 43,128 33,464

貸倒引当金 △1,150 △1,709

固定資産 3,250,443 3,306,270

有形固定資産 2,131,900 2,105,664

建物及び構築物 968,884 943,787

機械装置及び運搬具 21,104 23,800

土地 1,122,057 1,122,057

その他 19,855 16,019

無形固定資産 409,686 386,179

のれん 398,570 378,642

ソフトウエア 11,115 7,537

投資その他の資産 708,855 814,426

投資有価証券 383,287 414,113

出資金 215,341 215,341

繰延税金資産 36,175 118,165

その他 74,051 66,805

資産合計 9,066,937 8,753,994

（単位：千円）

科　目 前連結会計年度
（2018年3月31日現在）

当第2四半期連結会計期間
（2018年9月30日現在）

負債の部

流動負債 5,399,500 4,978,321

支払手形及び買掛金 5,169,035 4,794,037

賞与引当金 34,209 17,600

その他 196,256 166,684

固定負債 345,721 347,424

退職給付に係る負債 317,621 313,846

その他 28,100 33,577

負債合計 5,745,221 5,325,745

純資産の部

株主資本 3,356,682 3,440,091

資本金 2,381,052 2,381,052

資本剰余金 776,560 776,560

利益剰余金 460,611 544,073

自己株式 △261,542 △261,595

その他の包括利益累計額 △35,743 △12,570

その他有価証券評価差額金 △35,743 △12,570

非支配株主持分 776 727

純資産合計 3,321,715 3,428,248

負債・純資産合計 9,066,937 8,753,994

四半期連結財務諸表
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■ 四半期連結損益計算書（要旨） （単位：千円）

科　目
前第2四半期連結累計期間

自 2017年4月 １ 日（ 至 2017年9月30日 ）
当第2四半期連結累計期間

自 2018年4月 １ 日（ 至 2018年9月30日 ）
　売上高 7,627,102 7,212,147

　売上原価 6,652,172 6,253,864

売上総利益 974,929 958,282

　販売費及び一般管理費 954,648 930,873

営業利益 20,281 27,409

　営業外収益 21,037 23,970

　営業外費用 4,215 3,764

経常利益 37,104 47,615

　特別利益 4,415 649

　特別損失 － 78

税金等調整前四半期純利益 41,519 48,186

法人税、住民税及び事業税 10,390 13,601

法人税等還付税額 △482 －

法人税等調整額 △59 △81,989

法人税等合計 9,848 △68,387

四半期純利益 31,671 116,574

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △57 △48

親会社株主に帰属する四半期純利益 31,728 116,623

■ 四半期連結キャッシュ・フロー計算書（要旨） （単位：千円）

科　目
前第2四半期連結累計期間

自 2017年4月 １ 日（ 至 2017年9月30日 ）
当第2四半期連結累計期間

自 2018年4月 １ 日（ 至 2018年9月30日 ）
営業活動による
キャッシュ・フロー 278,976 92,487

投資活動による
キャッシュ・フロー △9,614 △6,826

財務活動による
キャッシュ・フロー △29,832 △29,271

現金及び現金同等物の
増減額 239,529 56,389

現金及び現金同等物の
期首残高 392,772 606,092

現金及び現金同等物の
四半期末残高 632,302 662,481

四半期連結財務諸表
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■ 会社概要
商 号 株式会社共同紙販ホールディングス

KYODO PAPER HOLDINGS
本 社 東京都台東区北上野一丁目9番12号

住友不動産上野ビル６階
創 業 1947年３月24日
設 立 1952年３月28日
資 本 金 2,381,052千円
子 会 社 関東流通株式会社

ファイビストオフィス株式会社
事 業 内 容 当社グループは、洋紙の販売を主たる業務と

しております。
当社が洋紙を顧客へ販売しており、関東流通
株式会社が当社を含む顧客商品の保管・加工・
配送を行っております。
また、当社はファイビストオフィス株式会社を
通じて特殊紙等を仕入れております。

従 業 員 数 151名（連結）　136名（単体）
上 場 取 引 所 東京証券取引所JASDAQ（スタンダード）

■ 役員
代 表 取 締 役 社 長 郡 司 勝 美
取 締 役 常 務 執 行 役 員 坂 本 浩 紀
取 締 役 常 務 執 行 役 員 木 村 純 也
取 締 役 常 務 執 行 役 員 金　谷　吉之助
取 締 役 執 行 役 員 市 川 裕 三
社外取締役（監査等委員） 川 又 　 肇
社外取締役（監査等委員） 川 島 英 明
社外取締役（監査等委員） 木 村 尚 二
社外取締役（監査等委員） 長 　 知 明

■ 沿革
1947年 3月 東京都豊島区西巣鴨にて林紙業社を創業、各種和洋

紙の販売を開始。

1952年 3月 株式会社に改組（資本金15万円）、商号を株式会社
河内屋に変更。

1955年 1月 商号を株式会社河内屋洋紙店に変更。

1964年 4月 東京都北区滝野川に河内屋ビルを新築し、本店営業
部を設置。

1965年11月 埼玉県戸田市笹目南町に戸田配送センターを開設。

1974年 4月 商号を河内屋紙株式会社に変更。

1989年11月 株式を社団法人日本証券業協会に店頭登録。

1998年 7月 本店を東京都北区滝野川に移転。

2003年10月 会社分割により物流事業部門を分社化し、関東流通
株式会社（当社連結子会社）を設立。

2003年12月 FSC®森林認証CoC認証取得。（SGSHK-CoC-001587）

2004年12月 株式会社ジャスダック証券取引所に株式を上場。

2006年 6月 代表取締役社長に郡司勝美が就任（現任）。

2007年 6月 本店を東京都文京区本駒込に移転。

2008年 4月 商号を株式会社共同紙販ホールディングスに変更し、
はが紙販株式会社と合併。同時に100％子会社であ
る河内屋紙株式会社およびはが紙販株式会社を設立。

2008年 6月 本店を東京都中央区晴海に移転。

2009年 5月 株式会社トモエの洋紙販売業等を事業譲受。

2010年 4月 100％子会社である河内屋紙株式会社およびはが紙
販株式会社を吸収合併。

2011年 6月 本店を東京都台東区北上野に移転。

2013年 7月 東京証券取引所JASDAQ（スタンダード）に株式を
上場。

2016年 6月 監査等委員会設置会社へ移行。

会社概要（2018年9月30日現在）
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■ 株式の状況
発行可能株式総数 20,000,000株
発行済株式の総数 6,632,191株

（自己株式721,252株を除く。）
株 主 数 1,881名
※  当社は2018年10月1日を効力発生日として、株式併合（10株を1株の割合で併合）および

単元株式数の変更（1,000株から100株に変更）をしております。

■ 大株主

株主名 持株数 持株比率

日本製紙株式会社 1,264千株 19.07％
日本紙通商株式会社 783 11.81
日本紙パルプ商事株式会社 715 10.79 
国際紙パルプ商事株式会社 441 6.65
株式会社三井住友銀行 182 2.74
巣鴨信用金庫 180 2.71
株式会社きらぼし銀行 131 1.99
郡司　光太 106 1.60
新生紙パルプ商事株式会社 105 1.59
三井住友信託銀行株式会社 79 1.19

（注）  上記株主以外として、当社は自己株式721,252株を所有しております。また、持株比率
は自己株式を控除して計算しております。

■ 所有者別株式分布状況
外国人
2,000株
0.03%

自己株式
721,252株
9.81%

金融機関
617,890株
8.40%

個人・その他
2,256,712株
30.69%

その他国内法人
3,755,589株
51.07%

株式の状況（2018年9月30日現在）

　当社は、株主の皆様への感謝のしるしとして、
家庭用紙製品（ティッシュ等）を贈呈いたして
おります。

（内容は変更となる場合がございますのでご了承ください。）

対  象 ３月末および９月末現在の当社株主名簿
に記録された1単元以上保有の株主様

内  容
ご所有株式数にかかわらず一律1セット、
年2回進呈（３月は3,500円相当、９月は
2,000円相当）
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見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

事 業 年 度 毎年４月１日から翌年３月31日まで
定 時 株 主 総 会 毎年６月下旬
基 準 日 定時株主総会・期末配当　毎年３月31日

中間配当　　　　　　　　毎年９月30日
株主名簿管理人および 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
特別口座の口座管理機関 三井住友信託銀行株式会社
株 主 名 簿 管 理 人 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
事 務 取 扱 場 所 三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
郵 便 物 送 付 先 〒168-0063

東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

(電　 話　 照　 会　 先) 電話　0120-782-031（フリーダイヤル）

公 告 の 方 法 電子公告の方法により行います。
ただし、電子公告によることができない事故その他のやむを得ない事由が生じたときは、
日本経済新聞（東京）に掲載します。
公告掲載URL　http://www.kyodopaper.com

株主メモ

　

・住所変更、単元未満株式の買取等のお申出先について
株主様の口座のある証券会社にお申出ください。
なお、証券会社に口座がないため特別口座が開設されました株主様は、特別口座の口座管理機関である三井住友信託
銀行株式会社にお申出ください。

・未払配当金の支払について
株主名簿管理人である三井住友信託銀行株式会社にお申出ください。

この使用紙は深みのある紙質で優雅な高級感
を与える印刷用紙のAVION（アヴィオン）です。


